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（趣旨） 

第１条 この要綱は，岡山市における物品の製造の請負（以下「物品製造請負」とい

う。）の契約に係る競争入札において，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。

以下「令」という。）第１６７条の１０第２項及び令第１６７条の１３において準用す

る令第１６７条の１０第２項の規定に基づき，最低制限価格を設定するに当たり，必要

な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 許容価格  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第３項に規定する予

定価格のことをいい，消費税及び地方消費税相当額を含んだものをいう。 

(2) 税抜き許容価格  許容価格から消費税及び地方消費税相当額を除いたものをいう。 

（対象物件） 

第３条 最低制限価格設定の対象となる物品製造請負の物件は，岡山市物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める規則（平成２１年市規則第１１２号）の規定が適用され

る調達契約以外のものとする。 

（最低制限価格の決定方法） 

第４条 最低制限価格は，税抜き許容価格に３分の２を乗じて得た額とする。  

２ 前項の規定により算出された最低制限価格に１円未満の端数が生じたときは，これを

切り上げるものとする。ただし，公告等（岡山市契約規則（平成元年市規則第６３号。

以下「規則」という。）第５条に規定する公告又は第２０条第２項に規定する通知をい

う。以下同じ。）で入札書に小数点以下の金額の記載を認める場合において，当該公告

等で指定する小数点以下の位未満の端数が生じたときは，これを切り上げるものとする。 

３ 市長は，前２項の規定により最低制限価格を決定したときは，規則第１１条の規定に

より，当該価格を記載した書面を封書にし，開札の際これを開札場所に備えるものとす
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る。 

附 則（令和８年３月１１日財政局長決裁） 

この要綱は，令和８年１０月１日以後に公告等する物品製造請負から適用する。 


